





















































（ 3 ）　例えば、棟居快行「規制緩和の憲法論」法律時報68巻 6 号（1996年）137頁以
下。ジェレミー・ウォルドロンは、これを本来の立憲主義から逸脱したレッセフェ























（ 4 ）　最高裁は、小売市場判決（1972（昭47）年11月22日刑集26巻 9 号586頁）で二







（ 5 ）　公職選挙法の戸別訪問禁止規定に関し、最高裁は1950年 9 月27日の大法廷判決
（刑集 4 巻 9 号1799頁）で規制が公共の福祉に適合すると述べ、1969年 4 月23日の
大法廷判決（刑集23巻 4 号235頁）でそれを「変更する必要は認められない」とし
たが、その後も下級審で違憲判決が見られたため（松山地西条支判1978年 3 月30日
判時915号135頁、広島高松江支判1980年 4 月28日刑集35巻 4 号205頁等）、最判1981
年 6 月15日刑集35巻 4 号205頁）で、本文で検討するように公共の福祉論から一歩
踏み出し、個別訪問禁止の理由を具体的に示すに至った。

































（ 6 ）　最判1981（昭56）年 6 月15日刑集35巻 4 号205頁。
































（ 8 ）　Carles Boix, Setting the Rules of the Game: The Choice of Electoral Systems 
in Advanced Democracies. The American Political Science Review Vol.93, No.3
（1999） p.610.
（ 9 ）　最大判1987（昭62）4.22民集41巻 3 号408頁（森林法判決）。
（10）　最三小判1984（昭59）.2.21刑集38巻 3 号387頁。
（11）　伊藤正巳『裁判官と学者の間』（有斐閣、1993年）263頁。
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又選挙人ノ側ヨリ見ルモ公事ヲ私情ニ依ツテ行フ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ノ風
ヲ訓致スヘク今ニシテ之ヲ矯正スルニ非サレハ選挙ノ公正ハ遂ニ失ハルル







































































（32）　蟻川恒正「尊厳と身分」石川健治編『学問 / 政治 / 憲法─連環と緊張』（岩波
書店、2014年）263頁。















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































416　　早法 94 巻 4 号（2019）
の自由の制限と無関係であったのだろうか。この点は、本稿冒頭で言及し
た別稿（注 1 参照）で検討する。
